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論 文 内 容 の 要 旨 
 
第１章 序論 
本研究の目的は，産学官連携の現状と課題を把握した上で，理論と実践を融合した地域にとって有効な
産学官連携支援策の提言を行うことである。日本において組織的な産学官連携が勃興してから 20 年が経過
しようとしているが，近年のイノベーション政策の高まりを受けて学術知をどのように社会に実装するの
か，そしてそれをどのように支援するのかに注目が集まっている。特に産学官連携支援人材については，
公的資金によって支えられてきた運用体系を各組織による自立した運用へと移行する潮流が加速している
と同時に基礎研究支援を主務とする新たな職種の導入が行われるなど政策的にも大きな転換点を迎えてい
る。そこで本研究では地域の産学官連携支援制度に注目し，その中での支援人材の機能を定量的・定性的
に分析した。その際には地域産学官連携政策全般に寄与するべく，抽象的な政策議論もしくは特定地域の
事例分析のどちらかのみに偏ることが無いよう留意した。また本研究では産学官連携支援人材を制度内に
組み入れる「支援人材活用型」の支援制度の有効性を主張した。支援人材の存在は若手の研究者や中小企
前
まえ
 波
なみ
 晴
はる
 彦
ひこ
  
 
学 位 の 種 類  博 士（学術） 
学 位 記 番 号  学術(国)博 第１８８号 
学位授与年月日  平成２５年 ９月２５日 
学位授与の要件  学位規則第４条第１項該当 
研 究 科 ・ 専 攻  東北大学大学院国際文化研究科（博士課程後期３年の課程） 
  国際文化交流論専攻 
学 位 論 文 題 目 
 中小企業を対象とした産学官連携支援制度の機能に関する研究 
 
論 文 審 査 委 員 
 
（主査）    
 
准教授 劉  庭 秀 教 授 山 下 博 司 
  准教授 青 木 俊 明 
  特任教授 中 澤 達 夫 
    
    
    
- 22 - 
 
業を産学官連携に参画させる重要な要素であると考えられる。 
本研究の特色として産学官連携支援制度の利活用状況に注目した点がある。先行研究の多くは支援制度
を利用した結果として生じた経済価値に注目していた。産業化を目指した実用化研究であるからこうした
指標は極めて重要であるが，産学官連携支援施策の利活用状況を検討せずに成果のみを論じるのは不十分
な議論である。当該支援施策がどのように利活用されたのか，もしくはされなかったのか，その影響要因
は何であったかを検討することで支援施策そのものの有効性とその利活用を促進もしくは阻害する要因と
を切り分けて議論することが可能となる。仮に有用な施策であっても利活用を阻害する要因が地域にある
場合には施策の効果は低調になると予想される。そこで本研究では，特定地域の事例を分析することより
も支援制度の利活用状況がどのような地域差を持っているのか，そうした地域差が各地域の支援機能差に
よって説明可能か否かに注目した。 
 
第２章 産学官連携の変遷と現状 
２章では大学を中心とした高等教育機関が近代教育制度の中でどのように設置されて機能してきたのか
を概観し，さらに産業界の動向について主に大学等との関連を中心として確認した。中でも今日の産学官
連携と直接的な関連が深い 1990 年代以降の産学官連携関連制度の整備について整理した。 
日本においては近代大学が設立された最初期から産業界との連携が継続されてきており，大学と企業と
は社会背景に影響されつつ時に距離を置き時に密接に連携してきた。今日の形での産学官連携が成立した
のは 1995 年の「科学技術基本法」成立以降のことである。その後は急速に制度整備が進み，研究成果の
知的財産化や大学発ベンチャーの設立など一定の成果を生んでいるといえる。この意味で現在の産学官連
携は国策として進められた側面が強い。一方，研究成果の応用に向けた取り組みが増加してはいるものの，
期待したほどには経済的な効果が生まれていないという批判もなされている。こうした批判は国家の成長
戦略の中に大学が組み入れられたことによって拡大している。 
歴史的経緯と現状を整理するに当たっては，日本国内の動向のみならず米国，欧州，アジアの動向につ
いても扱った。特に日本の産学官連携政策に大きな影響を与えた米国については歴史的経緯と現状を整理
した。米国では比較的早い段階から工学教育が導入され，産業界との関係もあったが，本格的な発展に寄
与したのは軍事費の導入によってであった。米国大学の実用化研究と産業界との連携についてはマサチュ
ーセッツ工科大学（MIT: Massachusetts Institute of Technology）とスタンフォード大学を事例として扱
った。 
次に「コーディネータ」と呼ばれる産学官連携支援人材の存在に着目し，どのような経緯で配置が進め
られてきたか，現状がどのようなものかを論じた。産学官連携支援人材については幾つかの調査がなされ
ているが，業務範囲が広範であり職名や所属する組織が多様であることもあって正確な人数や分布は不明
確である。とはいえ各種調査から日本全国に産学官連携の支援を主務とする人材が少なくとも 1,500 名程
度配置されていると推定できる。日本において支援人材が最初に制度化されたのは，（独）科学技術振興機
構（以下 JST という）の前身である科学技術振興事業団が 1996 年から開始した「地域研究開発促進拠点
支援事業」（以下「RSP 事業」という）であったが，本格的に配置が進んだのは「第二期科学技術基本計
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画」下でのことであり，日本における歴史は 10 年程度である。各種調査から支援人材の現状を確認すると，
OB 人材を比較的短期間の任期付雇用する形態で運用されており，５割強が「大学・高専」もしくは「財
団・社団・第３セクター」に配置されている。 
次に地域の産学官連携の現状を大学と企業の両面から整理した。今日では大学の使命として研究，教育
に社会貢献，地域貢献が加えられたことで，大学の役割が多様化しており，産学官連携も研究開発に加え
て社会・地域貢献としての側面を持つようになりつつある。本章ではこの点を「中央と地方」の関係性を
交えて論じた。「地方大学」と呼ばれる都市圏以外の地域に立地する大学群では経済的・社会的環境から産
学官連携へ注力する傾向が強い。さらに地方では中小企業の存在感が強い。したがって一部の都市圏を除
く多くの地域で産学官連携は「地方大学」と中小企業の連携が中心となる。 
中小企業白書等によれば中小企業には産学官連携への興味はあるものの，人材やノウハウの不足により
連携のきっかけをつかめないでいることが分かる。本稿では地域の産学官連携の現状を明らかにするため
に自治体に対するアンケート調査を実施し，自治体の産学官連携支援制度の現状を明らかにした。それに
よれば，地方自治体による産学官連携の支援は主に地域に設置されている財団等を通して実施されており，
支援人材についても財団等への配置が進んでいる。具体的な支援内容は技術相談とマッチング，資金の一
部補助，マーケティング支援が一般的であった。自治体内に立地した企業や中小企業に支援対象を限定し
た支援制度を持つ自治体は多い。一方で，支援人材を支援制度の中でどのように位置付け，活用している
かについて明確な回答を寄せた自治体は少なかった。 
 
第３章 地域の産学官連携支援機能を活用した支援制度 
３章では，支援機関や支援人材を制度内に組み込んだ支援施策を「支援機能活用型支援制度」と捉え，
「支援機関活用型」と「支援人材活用型」に分類して特徴を検討した。図１に制度の例を示す。 
 
図１ 「支援機能活用型支援制度」の例 
 
本章ではこうした制度が２章で指摘した中小企業が抱える障壁を低減するとともに，基礎的な研究成果
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を実用化研究へと橋渡しするギャップファンド（Gap fund）としても有効に機能すると主張した。また「支
援人材活用型」については該当する従来の支援制度について経緯を概観するとともに，ファンディング機
関へのヒアリング調査を実施し運用担当者からの視点を交えて制度の特徴を検討した。 
 
第４章 支援機関を活用した中小企業向け産学官連携支援制度－「地域ニーズ即応型」を事例として 
４章では JST が運用していた「支援機関活用型」の支援制度である「地域ニーズ即応型」を事例として
支援制度を定量的に分析した。「地域ニーズ即応型」は中小企業の産学官連携支援に特化した制度で，かつ
全国規模で大規模な募集が行われていることからサンプル数が豊富であることから事例として選定した。
本章では都道府県別の支援制度利活用状況に地域差があることに注目し，その地域差を生む要因を検証す
るべく，ネットワーク分析や重回帰分析による検討を行った。 
まず「地域ニーズ即応型」の採択課題を対象に共同申請関係のネットワーク分析を行った。図２に全採
択課題の共同申請関係を示す。「地域ニーズ即応型」の共同申請関係を社会ネットワーク分析してみるこ
とで以下のことが明らかになった。第一に共同申請関係が形成するネットワークは全国で一律ではない。
特に関東の大部分や東北，九州などでは大きなネットワークは形成されず比較的小規模なコンポーネント
が分散していた。第二に大規模なネットワークが形成される場合には，各地域内で公設試等を中心とした
コンポーネントが形成され，それを大学や研究開発型独立行政法人がブリッジする形態が観察された。第
三に近畿や北海道では地理的に隣接した範囲でネットワークが形成されているのに対して，北関東を中心
としたネットワークでは遠隔地を結んだ広域なネットワークが形成されていた。本章ではこうした分析を
もとに広域連携において研究機関の果たす役割を指摘した。 
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図２ 「地域ニーズ即応型」採択課題のネットワーク 
 
表１ 変数一覧 
変数名（単位） 
「地域ニーズ即応型」申請数 （件） 
研究者１人当たり内部使用研究費増減率 （％）（2005-2008） 
外部資金受け入れ施設数 （箇所） 
ソーシャル・キャピタル指数（2003） 
研究を行っている施設数 （箇所） 
公営施設研究者数 （人）（2006） 
全要素生産性 
中小企業数 （社）（2006） 
JST 地域拠点の有無 
JST 地域拠点（重み付け） 
産学官連携従事者数（人）（2012） 
特記無い場合 2008 年のデータ。 
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次に「地域ニーズ即応型」の主な申請者であった公設試に対するヒアリング調査を参考にしつつ，表１
に示した変数を選定し，これらの変数によって 2008 年度「地域ニーズ即応型」申請数の地域差を説明す
ることを試みた。この際，JST の地域拠点については立地自治体への影響のみを考慮した「JST 地域拠点
の有無」と各拠点の管轄自治体への影響も加味した「JST 地域拠点（重み付け）」の２変数を用意し，切り
替えて用いた。まず選定した 10 変数と「地域ニーズ即応型」申請数との相関に注目すると，「地域ニーズ
即応型」の申請数からみて「外部資金受け入れ施設数」，「研究を行っている施設数」，「公営施設研究者数」，
「中小企業数」，「JST 地域拠点の有無」，「JST 地域拠点（重み付け）」，「産学官連携従事者数」が正の相
関を示した。そのうち「中小企業数」以外は相関係数.４以上を示しており，やや強い相関がみられた。一
方，「ソーシャル・キャピタル指数」との間には弱いものの負の相関がみられ，１人当たり内部使用研究費
増減率」と「TFP 指数」には有意な相関はみられなかった。 
さらに各変数が「地域ニーズ即応型」の申請数にどのように影響しているかをみるために重回帰分析を
行った。まず「JST 地域拠点の有無」を採用し「JST 地域拠点（重み付け）」を除いた９変数を説明変数
としてステップワイズ法（変数投入 p<.05，変数除去 p>.１）による重回帰分析を行った。これを「分析 1」
とした。その結果として３つの説明変数による重回帰式を得た。重相関係数は.831，決定係数 R2 は.690
となった。分析結果から「地域ニーズ即応型」の申請数に対しては，「公営施設研究者数」(β=.435，p<.001)，
「外部資金受入れ施設数」(β=.321，p<.005)，「JST 地域拠点の有無」(β=.345，p<.001)が正の影響を及
ぼしていたことが明らかになった。パス図を図３に示す。 
続いて「JST 地域拠点の有無」を「JST の地域拠点（重み付け）」に代替して分析を行った。これを「分
析２」とした。この分析から JST 地域拠点の管轄地域を反映した結果を得ることが期待された。結果とし
て４つの説明変数による重回帰式を得た。重相関係数は.846，決定係数 R2 は.715 となった。分析結果か
らは先の分析と同様に「公営施設研究者数」(β=.274，p<.05)，「外部資金受入れ施設数」(β=.282，p<.05)
の影響が検出されたほか，「JST 地域拠点（重み付け）」(β=.368，p<.001)でも正の影響が検出されてお
り JST 地域拠点の影響も確認できた。ここからこれら３変数については「地域ニーズ即応型」の申請数に
影響を与えていることを明らかにした。 
 
図３ 分析１：分析結果のパス図と回帰式 
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図４ 分析２：分析結果のパス図と回帰式 
 
結果として選定した 10 変数のうち①「外部資金受け入れ施設数」，②「研究を行っている施設数」，③「公
営施設研究者数」，④「JST 地域拠点の有無」，⑤「JST 地域拠点（重み付け）」，⑥「産学官連携支援従事
者数」が「『地域ニーズ即応型』への申請数」との間でやや強い相関関係を示した。つまり地域内での研究
リソースおよび研究支援リソースが支援制度の利活用に正の相関を示していたといえる。また「JST 地域
拠点の有無」および「JST 地域拠点（重み付け）」の結果から，ファンディング機関の地域拠点が支援制度
の利活用に一定の寄与をしていたことが示された。これは公設試に対するヒアリング内容とも整合する結
果であった。 
重回帰分析からは制度の利活用状況に影響を与えていた４変数が得られた。これらの４変数によって「地
域ニーズ即応型」の申請数の都道府県間のばらつきを７割以上説明可能であるとの結果を得た。「地域ニー
ズ即応型」においては，これら４変数が支援制度の利活用を推進する地域の支援機能を示す指標であった
と考えられる。これらの分析から地域産学官連携政策への示唆として公設試の質・量両面からの機能強化，
ファンディング機関の地域拠点の設置もしくはその機能の地域移転，産学官連携支援人材の必要性を得た。 
 
第５章 支援人材を活用したギャップファンド－「シーズ発掘試験 A（発掘型）」を事例として 
５章では JST が運用していた「支援人材活用型」の支援制度から「シーズ発掘試験 A（発掘型）」（以下
「シーズ発掘試験」という）を事例として取り上げた。「シーズ発掘試験」は「コーディネータ等」を制度
内に位置付けた「支援人材活用型」の支援制度であった。「シーズ発掘試験」は各大学等に所属する「コー
ディネータ等」が地域の研究シーズを発掘し，研究者と共同で申請書を作成し，さらには「コーディネー
タ等」が申請書を取りまとめて JST へ申請するというスキームを採用していた。この比較的小規模なギャ
ップファンドにおいて，支援人材がどのような役割を果たしうるのかを申請数をもとにした定量的な分析
とインタビュー調査による定性的な分析の両面から検討した。 
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まず表２に示す変数群と 2009 年度の「シーズ発掘試験」申請数との相関関係を確認したところ，「シー
ズ発掘試験」の申請数と「大学教員数」，「公営施設研究者数」，「中小企業数」，「JST 地域拠点」，「産学官
連携従事者数」が有意に正の相関を示した。「大学教員数」以外の変数が相関係数.５以上を示しており，
概ね強い相関がみられる。一方，「ソーシャル・キャピタル指数」との間にはやや強い負の相関がみられる。
「TFP 指数」には有意な相関はみられなかった。 
次に「JST 地域拠点の有無」を投入し「JST 地域拠点（重み付け）」を除いた７変数を説明変数として
ステップワイズ法（変数投入 p < .05，変数除去 p > .１）による重回帰分析を行い，３つの説明変数によ
る重回帰式を得た。これを「分析１」とする。重相関係数は.860，決定係数 R2 は.740 となった。「分析１」
の結果から「シーズ発掘試験」の申請数に対しては，「公営施設研究者数」（β=.488，p<.001），「産学官
連携従事者数」（β=.362，p<.001），「JST 地域拠点」（β=.271，p<.005）が正の影響を及ぼしていること
が示された。パス図を図５に示す。 
続いて「JST 地域拠点の有無」を除き「JST 地域拠点（重み付け）」を投入した７変数でステップワイ
ズ法（変数投入 p < .05，変数除去 p > .１）による重回帰分析を行った。これによって JST の地域拠点の
管轄地域を反映した場合との比較を行うことができる。結果として３説明変数による重回帰式が得られた。
これを「分析２」とする。重相関係数は.859，決定係数 R2 は.738 となった。「分析２」の結果から「シー
ズ発掘試験」の申請数に対しては，「公営施設研究者数」（β=.416，p<.001），「産学官連携従事者数」（β
=.440，p<.001），「JST 地域拠点」（β=.279，p<.005）が正の影響を及ぼしていることが示された。パス
図を図６に示す。 
 
表２ 変数一覧 
変数名（単位） 
「シーズ発掘試験Ａ（発掘型）」申請数（件） 
 大学教員数（人） 
 公営施設研究者数（人） 
 中小企業数（社） 
 JST 地域拠点の有無 
 JST 地域拠点（重み付け） 
 （2003）ソーシャル・キャピタル指数 
 （2006）全要素生産性 
 （2012）産学官連携従事者数（人） 
特記無い場合 2009 年のデータ。 
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図５ 分析１：パス図と回帰式 
 
 
図６ 分析２：パス図と回帰式 
 
「シーズ発掘試験」の申請数に影響する要因を分析すると「分析１」と「分析２」の両方ともに「公営
施設研究者数」，「産学官連携従事者数」，JST の地域拠点の影響を検出した。ここからこれら３変数が「シ
ーズ発掘試験」の申請数に影響を及ぼしており，地域毎の支援機能を示す指標といえる。 
加えて本章では JST の職員に対するヒアリング調査を合わせて行い「シーズ発掘試験」における地域の
支援組織や支援人材の影響や JST の地域拠点との関係を調査した。これによって支援人材が介在すること
の意義やファンディング機関の地域拠点が果たした機能を定性的に確認した。 
 
第６章 支援制度を利用した研究開発プロジェクトへのヒアリング調査 
６章では４章，５章で得られた知見をもとに実際の研究開発課題に対するヒアリング調査を行い，定量
分析の結果を確認した。事例を選定するに当たっては「支援機能活用型支援制度」を多く運用してきた JST
が発刊した「『地域イノベーション創出総合支援事業』成果集」に掲載されている事例を対象とし，JST イ
ノベーションプラザ・サテライトの事務局長から特筆すべき成果が生まれているものや特に印象に残って
いるものについて推薦を依頼した。推薦を受けた課題の中から選定した課題について研究代表者と担当コ
ーディネータにヒアリングを行い，研究開発の経緯や研究開発上で地域の支援機能がどのように影響した
かを調査した。 
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ヒアリング調査からは研究者が JSTの地域拠点との密接な関係の中で支援制度の利用方法に習熟してい
った様子が明らかになった。また大学所属のコーディネータは研究者と同様に JST プラザとの関係の中で
支援制度に習熟すると同時に，「支援人材活用型」の支援制度であった「シーズ発掘試験」を用いて大学内
の研究者を発掘し関係を築いていた。さらに研究者へのヒアリングからは支援人材の有効性が語られた。
ファンディング機関の地域拠点については研究者と大学所属コーディネータの双方から必要性が語られ，
ファンディング機関の地域拠点が地域の産学官連携支援において一定の役割を担っていたことがヒアリン
グからも示された。以上のように本章で扱ったヒアリング調査の結果は４章および５章で扱った定量分析
の結果を支持するものであったといえる。 
 
第７章 結論：地域の産学官連携と支援機能の運用に関する提言 
７章では６章までの検討をもとに地域の産学官連携に対する提言を行った。４章及び５章の検討から支
援制度の利活用にファンディング機関の地域拠点が有意に影響を与えていることが繰り返し確認された。
ファンディング機関の地域拠点は支援制度の趣旨を含めた制度周知だけではなく，地域の産学官連携体制
の構築にも積極的に関与していた。その背景には独自の支援制度と広域的なネットワークを持ち，地域の
産学官いずれからも独立した第三者機関であったことが作用していた。このことから地域の産学官連携を
円滑に進めるためにファンディング機関の地域拠点を配置することは有効と考えられた。そこで本研究で
は中小企業で構成される地方の産業界に適した産学官連携支援制度として各省庁とファンディング機関が
共同で運用する地域拠点が有効であると提言した。地域拠点のイメージを図７に示す。 
地域の研究者や企業は共同地域拠点を利用することで多様な支援制度についての情報を収集し申請に当
たっての支援を受けることができる。また産学官連携で実施する研究開発では利害調整が必要となること
が少なくないが，共同地域拠点は第三者的な立場から調停役としても機能することが期待される。共同地
域拠点は地域の支援機関や支援人材を活用した「支援機能活用型支援制度」を運用し，これによって中小
企業や比較的小規模な研究機関など地域における制度利用者の要求に応えることが可能となる。その結果
として本来の趣旨に沿った支援制度の利活用を促進することができる。 
これまで地域に産学官連携の共同拠点を設置しようとする政策的誘導は産業クラスター政策や知的クラ
スター政策，地域イノベーション政策といった形で何度も行われてきた。しかしこれらの施策では地域に
ある研究シーズや産業資源を活用した連携体を築くことに主眼が置かれ，研究拠点の整備が主眼となって
いた。その結果，支援組織は常に研究体制に従属するものとして附属的に設けられていたにすぎなかった。
本研究が提案する共同地域拠点は産学官連携及び地域の産業支援をミッションに掲げるすべての官公庁が
地域の企業や研究機関を支援することを目的として設置するものである。 
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図７ 「共同地域拠点」のイメージ図 
 
次に本章では，地域の産学官連携で重要な役割を担う産学官連携支援人材の育成や評価に焦点を当て，
今後の地域産学官連携活動に資する提言を行った。支援人材の業務内容は非常に多様であり，支援業務に
属人的な要素が少なくないことから座学で学べる知識には限界がある。そこでケーススタディや OJT
（OJT：On the Job Training）が支援人材育成の中核となる。しかし各機関当たりの支援人材配置数は少
なく有効な OJT を実施することは難しい状況にある。これを解決するためには支援人材育成制度の整備が
必要である。日本では JST などを中心に 10 年間に渡って様々な育成講座が開催されてきており一定の成
果を生んでいる。また近年では大阪大学の G-TEC（ Global Technology Entrepreneurship and 
Commercialization）のように米国の教育カリキュラムを積極的に導入した講座も設けられている。とは
いえ従来の講座の多くが実務的な内容に偏重する傾向にあり，個別の成功・不成功体験が主観的に語られ
るケースも観察される。そこで本稿では多様な支援人材育成に有用な講座とするために産学官連携という
活動そのものを俯瞰し客体化することで受講者に共通する土台を構築する講座設計とする必要があること
を指摘した。この際には科学・技術史，科学哲学，科学技術社会論，科学技術政策論といった分野によっ
てある程度体系化された学術知を用いることができる。 
支援人材の評価に関しては，従来用いられている外部資金の獲得額・件数や共同研究の成立数といった
指標のみで支援人材を評価することが研究者の能力などの外乱が大きいために妥当ではないことを指摘し
た。さらにヒアリング調査から高評価を得る支援人材の主要素が「研究者や企業からの信頼」であること
を指摘し，支援人材の評価は産学官連携当事者の「顧客満足度」によって評価されるべきであり組織内で
のマネジメントにおいては当該支援人材が「研究者や企業からどのように評価されているのか」を正確に
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把握し，当人の評価に反映させることに重点が置かれるべきであるとした。 
最後に産学官連携に関わる暗黙知を蓄積している支援人材を政策策定プロセスに生かすため，今後は支
援人材が政策提言能力を獲得すべきであることを指摘した。これまでにも政策担当者と実務者との意見交
換は数多く行われてきたが，政策担当者の側は地域の現状を必ずしも把握しておらず，一方の実務者は政
策策定プロセスを充分に理解してはいなかった。したがって短時間で交わされる意見交換が政策に反映さ
れるには政策担当者が実務者からもたらされる情報を咀嚼する必要があった。これは今後も変わらず政策
担当者に求められる能力であるが，一方で実務者の側にも政策担当者がどのようなタイミングでどのよう
な情報を望んでいるのかを理解し，政策プロセスに沿った提言を行う能力が求められる。図７中で示した
「フィードバック」はそのような機能を表現したものである。このような取り組みによって産学官連携の
現場で蓄積される暗黙知が政策に反映され，それをもとにより地域に相応しい新たな支援施策が策定され
る。さらに支援人材は自らの経験にもとづいて設計される新たな施策の趣旨を充分に理解するので，企業
や研究者に対して適切な支援を行うことができる。この好循環を維持することにより地域の産学官連携を
常に現状に合わせて進化させていくことが可能となるのである。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文の目的は産学官連携の現状と課題を把握し、理論と実践を融合した有効な産学官連携支援策
の提言を行うことである。日本において組織的な産学官連携が勃興してから 20 年が経過しようとし
ているが、学術知をどのように社会に実装するのか、そしてそれをどのように支援するのかに注目が
集まっている。特に産学官連携支援人材については、公的資金による運用体系を各組織による運用へ
の移行が加速していると同時に基礎研究支援する新たな職種の導入が行われるなど政策的にも大きな
転換点を迎えている。そこで本研究では地域の産学官連携支援制度に注目し、その中での支援人材の
機能を定量的・定性的に分析した。また産学官連携支援人材を制度内に組み入れる「支援人材活用型」
の支援制度の有効性を主張した。審査委員からは欧米やアジア諸国における産学官連携システムの現
状と課題分析が足りない、人材評価についての議論を増やすべきであるなどという指摘もあったが、
先行研究の多くは支援制度の経済価値に注目していたことに対して、本研究が産学官連携支援制度の
利活用状況に注目した点は、研究の新規性と独創性が認められる。次に各章の内容について紹介する。 
まず、第 1 章では先行研究の多くが支援制度を利用した結果として生じた経済価値に注目したが、
産学官連携支援施策の利活用状況を検討せずに成果のみを論じるのは不十分な議論であることを指摘
した。また、特定地域の事例を分析することよりも支援制度の利活用状況がどのような地域差を持っ
ているのか、そうした地域差が各地域の支援機能差によって説明可能か否かに注目した。次に、第 2
章は大学を中心とした高等教育機関が近代教育制度の中でどのように設置されて機能してきたのかを
概観し、さらに産業界の動向について主に大学等との関連を中心として確認した。中でも今日の産学
官連携と直接的な関連が深い 1990 年代以降の産学官連携関連制度の整備について整理した。さらに
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第 3 章では支援機関や支援人材を制度内に組み込んだ支援施策を「支援機能活用型支援制度」と捉え、
「支援機関活用型」と「支援人材活用型」に分類して特徴を検討した。ここではこうした制度が、中
小企業が抱える障壁を低減するとともに、基礎的な研究成果を実用化研究へと橋渡しするギャップフ
ァンド（Gap fund）としても有効に機能すると主張した。また「支援人材活用型」については該当す
る従来の支援制度について経緯を概観するとともに、ファンディング機関へのヒアリング調査を実施
し運用担当者からの視点を交えて制度の特徴を検討した。第４章では JST が運用していた「支援機
関活用型」の支援制度である「地域ニーズ即応型」を事例として支援制度を定量的に分析した。都道
府県別の支援制度利活用状況に地域差があることに注目し、その地域差を生む要因を検証するべく、
ネットワーク分析や重回帰分析による検討を行った。まず、ネットワーク分析結果からは広域産学連
携において研究機関の果たす役割が重要であることを指摘した。重回帰分析からは制度の利活用状況
に影響を与えていた「外部資金受け入れ施設数」、「公営施設研究者数」、「JST 地域拠点（重み付け）」、
「産学官連携支援従事者数」の４変数が得られた。これらの変数によって「地域ニーズ即応型」の申
請数の都道府県間のばらつきを７割以上説明できるとの結果を得た。これらの分析から地域産学官連
携政策への示唆として公設試の質・量両面からの機能強化、ファンディング機関の地域拠点の設置も
しくはその機能の地域移転、産学官連携支援人材の必要性を明らかにした。第５章では JST が運用
していた「支援人材活用型」の支援制度から「シーズ発掘試験 A（発掘型）」を事例として取り上げた。
比較的小規模なギャップファンドにおいて、支援人材がどのような役割を果たしうるのかを申請数を
もとにした定量的な分析とインタビュー調査による定性的な分析の両面から検討した。「シーズ発掘試
験」の申請数に影響する要因を分析すると「公営施設研究者数」、「産学官連携従事者数」、JST の地
域拠点の影響が検出された。これら３変数が「シーズ発掘試験」の申請数に影響を及ぼしており、地
域毎の支援機能を示す指標といえる。加えてこの章では JST の職員に対するヒアリング調査を行い
「シーズ発掘試験」に支援人材が介在することの意義やファンディング機関の地域拠点が果たした機
能を定性的に確認した。第６章では４章、５章で得られた知見をもとに実際の研究開発課題に対する
ヒアリング調査を行い、定量分析の結果を確認した。ファンディング機関の地域拠点については研究
者と大学所属コーディネータの双方から必要性を認識しており、ファンディング機関の地域拠点が地
域の産学官連携支援において一定の役割を担っていたことが示された。最後に、第 7 章では中小企業
で構成される地方の産業界に適した産学官連携支援制度として各省庁とファンディング機関が共同で
運用する地域拠点が有効であると提言した。共同地域拠点は第三者的な立場から調停役としても機能
することが期待される。共同地域拠点は地域の支援機関や支援人材を活用した「支援機能活用型支援
制度」を運用し、これによって中小企業や比較的小規模な研究機関など地域における支援制度の利活
用を促進することができる。次に地域の産学官連携で重要な役割を担う産学官連携支援人材の育成や
評価に焦点を当て、多様な支援人材育成に有用な講座とするために産学官連携という活動に共通する
土台を構築することが必要であることを指摘した。支援人材の評価に関しては，従来用いられている
外部資金の獲得額・件数や共同研究の成立数といった指標のみで支援人材を評価することが妥当では
ないことを指摘した。さらに高評価を得る支援人材の主要素が「研究者や企業からの信頼」であるこ
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とを指摘し、支援人材の評価は産学官連携当事者の「顧客満足度」によって評価されるべきであると
した。最後に産学官連携に関わる暗黙知を蓄積している支援人材を政策策定プロセスに生かすため、
今後は支援人材が政策提言能力を獲得すべきであることを指摘した。 
ネットワーク分析における質的要因の検討が足りなかったこと、重回帰分析に用いたデータの制約
があったことなど、限られた議論内容もあるが、これらの定量的、定性的な実証分析の結果は、今後
の産学官連携研究において参考になる貴重な内容であり、未開拓分野の研究成果としても評価できる。
さらに、本論文の執筆者は、すでに大学現場の産学連携分野において専門教員として活躍しており、
自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することを示している。よって、本論文
は、博士（学術）の学位論文として合格と認める。 
